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地方交付税 
1,097,000 
（26.3％） 

繰入金 
322,524 
（7.7％） 

その他 
（7.4％） 

国庫支出金 
177,831（4.3％） 

県支出金 
138,012 （3.3％） 

諸収入　　　　　　　113,400 
繰越金　　　　　　　50,000 
分担金及び負担金　　78,169 
使用料及び手数料　　62,105 
財産収入　　　　　　　3,278 
寄付金　　　　　　　　　　1 

町債 
567,000 

（13.6％） 

町税 
 1,249,949 
（29.9％） 

地方譲与税　　　　　　 119,129 
利子割交付金　　　　　　12,000 
地方消費税交付金　　　　106,000 
自動車取得税交付金　　　33,000 
地方特例交付金　　　　　38,000 
交通安全対策特別交付金　　2,600 
配当割交付金　　　　　　　　　1 
株式等譲渡所得割交付金　　　　１ 

歳　出 
4,170,000

（7.5％） 

歳　入 

4,170,000教育費 
520,669 
（12.5％） 

衛生費 
273,704 
（6.6％） 

労働費 
5,946 

（0.1％） 

総務費 
551,529 

（13.2％） 

公債費 
894,956 

（21.5％） 

農林水産業費 
307,435（7.4％） 

災害復旧費 
4（0.0％） 

予備費11,041（0.2％） 
議会費　91,053（2.2％） 

消防費 
197,084 
（4.7％） 

商工費 
98,597（2.4％） 

土木費 
475,219 

（11.4％） 

民生費 
742,763 

（17.8％） 

　 　 　 　 　
　

　

自
主
財
源（
45
・
０
％
）

広報かがみいし　平成16年４月号 広報かがみいし　平成16年４月号

　

歳
入
に
つ
い
て
は
、
長
引
く
景

気
の
低
迷
に
よ
り
町
民
税
な
ど
の

減
収
が
予
想
さ
れ
、
地
方
交
付
税

は
国
の
三
位
一
体
の
改
革
に
よ
り

大
幅
に
削
減
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の

た
め
将
来
の
財
政
負
担
を
考
慮
し
、

適
正
な
起
債
枠
を
確
保
し
な
が
ら
、

基
金
を
取
崩
す
な
ど
し
て
財
源
を

確
保
し
た
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
。

　

一
方
、
歳
出
面
に
つ
い
て
は
、

中
期
財
政
計
画
並
び
に
行
財
政
改

革
実
施
計
画
書
に
よ
り
徹
底
し
た

事
務
事
業
の
見
直
し
を
は
じ
め
、

第
４
次
総
合
計
画
の
推
進
を
図
る

べ
く
配
慮
し
た
と
こ
ろ
で
す
。

　

主
な
事
業
と
し
て
は
、
こ
れ
ま

で
重
点
事
業
と
し
て
取
り
組
ん
で

き
た
南
部
第
１
工
業
団
地
へ
の
企

業
誘
致
を
は
じ
め
、
上
水
道
第
４

次
拡
張
事
業
、公
共
下
水
道
事
業
、

地
域
戦
略
プ
ラ
ン
事
業
、
道
路
整

備
事
業
な
ど
町
の
将
来
を
見
据
え

た
基
盤
づ
く
り
と
、
地
域
コ
ミ
ュ

成
14
年
度
に
策
定
さ
れ
た「
第
２

次
行
政
改
革
大
綱
」を
基
に
検
討

を
重
ね
て
参
り
ま
し
た「
行
財
政

実
施
計
画
」が
、
こ
の
度
ま
と
ま

り
ま
し
た
。
今
定
例
議
会
に
、
実

施
計
画
を
進
め
る
た
め
、
課
の
一

部
を
統
合
し
た
う
え
係
制
を
廃
止

し
、
グ
ル
ー
プ
制
の
導
入
な
ど
を

提
案
い
た
し
ま
し
た
。
毎
年
、
実

施
計
画
を
徹
底
検
証
し
効
率
性
の

高
い
行
財
政
運
営
を
図
っ
て
参
り

ま
す
。

　

平
成
16
年
度
の
予
算
編
成
に

あ
た
っ
て
は
、
３
年
目
と
な
る
第

４
次
総
合
計
画
の
基
本
理
念
で

あ
る「
共
に
生
き
、
共
に
つ
く
る
、

牧
場
の
朝
の
ま
ち
、
鏡
石
」の
実

現
に
向
け
、「
快
適
空
間
づ
く
り
」、

「
元
気
づ
く
り
」、「
活
力
づ
く
り
」、

「
人
づ
く
り
」、「
地
域
づ
く
り
」の

５
つ
の
柱
を
基
軸
に
、
予
算
の
重

点
的
か
つ
効
果
的
な
配
分
に
務
め

ま
し
た
。

　

行
財
政
の
ス
リ
ム
化
を
図
り
、

新
し
い
時
代
に
対
応
し
た
地
域
住

民
福
祉
の
向
上
を
図
る
た
め
、
平

ニ
テ
ィ
育
成
事
業
と
し
て「
旭
町

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
建
設
事

業
」を
計
画
し
て
お
り
ま
す
。

　

駅
東
第
１
土
地
区
画
整
理
事
業

に
つ
い
て
は
、
国
の
三
位
一
体
改

革
の
影
響
を
受
け
て
先
行
き
が
不

透
明
な
た
め
事
業
の
繰
り
延
べ
を

行
う
こ
と
に
し
ま
し
た
。

　

ソ
フ
ト
事
業
と
し
て
、
今
年
で

３
回
目
と
な
る「
牧
場
の
朝
Ｙ
Ｏ

Ｓ
Ａ
Ｋ
Ｏ
Ｉ
祭
り
」や「
ふ
る
さ
と

祭
り
」へ
の
支
援
、
町
の
将
来
を

担
う
人
材
育
成
と
国
際
化
に
向
け

た「
海
外
文
化
学
習
事
業
」や「
児

童
園
児
国
際
化
推
進
事
業
」を
計

画
し
て
お
り
ま
す
。
さ
ら
に
、
働

く
若
い
世
代
の
子
育
て
の
負
担
を

軽
減
す
る
た
め
、
各
種
保
健
福
祉

事
業
と
合
わ
せ
、
町
保
育
所
分
園

事
業
、
幼
稚
園
・
保
育
所
で
の
延

長
保
育
を
実
施
し
ま
す
。そ
の
他
、

や
す
ら
ぎ
と
う
る
お
い
の
あ
る
ま

ち
づ
く
り
の
た
め
の「
フ
ロ
ー
ラ

の
ま
ち
づ
く
り
」、
Ｉ
Ｔ
時
代
に

ふ
さ
わ
し
い
ま
ち
づ
く
り
を
進
め

る
た
め
情
報
政
策
事
業
な
ど
に
取

り
組
み
、
町
民
の
み
な
さ
ん
が
幸

せ
を
実
感
で
き
る
ま
ち
づ
く
り
を

着
実
に
進
め
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

こ
の
ほ
か
、
市
町
村
合
併
に
つ

い
て
は
、
来
年
３
月
に
合
併
特
例

法
の
期
限
が
迫
る
な
か
、当
面
は
、

本
町
の
お
か
れ
て
い
る
地
域
特
性

と
優
位
性
を
最
大
限
に
活
か
し
た

ま
ち
づ
く
り
を
進
め
な
が
ら
、
今

後
も
周
辺
市
町
村
の
動
向
を
見
極

め
、
町
民
の
総
意
の
な
か
で
最
善

の
道
を
選
択
し
て
い
き
た
い
と
考

え
て
い
ま
す
。

　

一
般
会
計
総
額
は
41
億
７
千

万
円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
３

千
万
円（
０
・
７
％
）の
増
額
と
な

り
ま
し
た
が
、
こ
の
中
に
は
過
去

の
起
債
償
還
分
１
億
７
，
４
５
０

万
円
の
借
換
え
分
が
含
ま
れ
る
た

め
、
そ
れ
を
除
く
と
実
質
的
に
は

39
億
９
，
５
５
０
万
円
で
３
・

５
％
の
減
額
と
な
り
ま
す
。
一
般

会
計
の
歳
入
・
歳
出
の
内
訳
は
上

の
グ
ラ
フ
の
と
お
り
で
す
。

　

歳
入
で
は
、
最
も
大
き
い
割
合

を
占
め
る
町
税（
町
民
税
・
固
定

資
産
税
等
）が
、
景
気
の
低
迷
に

よ
る
減
収
が
予
想
さ
れ
前
年
度
と

比
較
し
て
０
・
１
％
の
減
額
と
な

り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
国
が
市
町
村
の
実
情
に

応
じ
て
国
税
の
一
部
を
交
付
す
る

地
方
交
付
税
に
つ
い
て
も
、
国
の

三
位
一
体
の
改
革
に
よ
り
大
幅
に

削
減
が
予
想
さ
れ
、
前
年
度
と
比

較
し
て
６
・
６
％
の
減
額
と
な
り

ま
し
た
。

　

歳
出
に
つ
い
て
は
、
徹
底
し
た

事
務
事
業
の
見
直
し
を
は
じ
め
、

経
費
の
削
減
を
図
り
ほ
と
ん
ど
の

項
目
で
予
算
が
削
減
さ
れ
ま
し
た

が
、
民
生
費
で
は
、
保
育
所
の
分

園
化
の
た
め
前
年
度
比
13
・
１
％

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
第
４
回
町
議
会
定
例
会
が
、
３
月
４
日（
木
）か
ら
17
日（
水
）ま
で
の
14
日
間
開
催
さ
れ
、
平
成
16
年
度
の

各
会
計
の
当
初
予
算
な
ど
34
議
案
が
原
案
ど
お
り
可
決
さ
れ
ま
し
た
。
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、
今
年
も
健

全
財
政
を
基
本
に
、
町
民
の
み
な
さ
ん
が
幸
せ
を
実
感
で
き
る
ま
ち
づ
く
り
を
目
指
し
、
一
般
会
計
と
特
別

会
計
を
合
わ
せ
た
当
初
予
算
の
総
額
は
、
81
億
１
，
４
０
６
万
円（
対
前
年
比
０
・
１
％
増
）と
な
り
ま
し
た
。

こ
こ
で
は
新
年
度
の
当
初
予
算
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
い
た
し
ま
す
。

町
長
の
説
明（
要
旨
）

平
成
16
年
度
予
算
決
ま
る

　
　
　
　
　
　
　
　

一
般
会
計
は

実
質
３
・
５
％
の
減

　町の予算は、一般会計、特別会計、企業会計の３つに分類すること
ができます。
　一般会計は、町行政運営の根幹をなす会計で、福祉や教育、建設な
ど町の事業の大部分をまかなっています。
　特別会計は、特定の事業について一般会計とは切り離し、独立した
経理で行う予算で、町では、老人保健特別会計や国民健康保険特別会
計、公共下水道事業特別会計など９つの特別会計がこれにあたります。
　企業会計は、地方公営企業法の適用を受けるもので、上水道事業会
計が企業会計となります。

町の予算のしくみ

会計区分 本年度 前年度 増減率（％）

一 般 会 計 4,170,000 4,140,000 0.7

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 1,129,343 1,186,844 △ 4.8

老 人 保 健 特 別 会 計 1,094,094 1,142,050 △ 4.2

介 護 保 険 特 別 会 計 429,970 411,227 4.6

土 地 取 得 事 業 特 別 会 計 57,915 58,808 △ 1.5

工 業 団 地 事 業 特 別 会 計 178,005 33,000 439.4

鏡 石 駅 東 第 １ 土 地 区
画 整 理 事 業 特 別 会 計

21,600 72,000 △ 70.0

公共下水道事業特別会計 565,000 634,000 △ 10.9

農業集落排水事業特別会計 65,000 67,400 △ 3.6

育英資金貸付費特別会計 12,182 12,242 △ 0.5

小　　　　　計 7,723,109 7,757,571 △ 0.4

上水道事業会計

収益的 224,598 227,603 △ 1.3

資本的 166,358 121,481 36.9

計 390,956 349,084 12.0

合　　　　　計 8,114,065 8,106,655 0.1

平成16年度各会計当初予算
（単位：千円）

平成16年度　一般会計当初予算内訳　      （単位：千円）


